
入 札 参 加 要 領 

入札参加希望者は、公告、本参加要領、物件調書、財産売買契約書（案）を熟読し、現地の状況等

を確認のうえ、申込みください。 

１ 売払物件

土地・建物 

２ 所在地及び数量

鳥取市大杙字小向１７０番７  土地（宅地）          ３５７．７５㎡ 

建物（木造・一部鉄骨造平屋建） １５３．９１㎡ 

３ 売払方法 

一般競争入札 

（最低入札価格 金１２，５１２，０００円） 

４ 日程 

入札に関する日程は次のとおりです。 

項目 日程 

入札参加要領の配布 令和８年９月１７日（木）から令和８年１０月２８日（水） 

質問の受付期間 令和８年９月１７日（木）から令和８年１０月９日（金） 

質問に対する回答期限 令和８年１０月１６日（金） 

申込期間 令和８年１０月１３日（火）から令和８年１０月２８日（水） 

現地見学会 令和８年１０月８日（木） 午前１０時 

郵便等による入札書の 

提出期限 
令和８年１１月９日（月）必着 

入札 令和８年１１月１０日（火） 午前１０時 

開札 全入札者の入札終了次第 

落札後の契約締結期間 令和８年１１月１０日（火）から令和８年１１月１９日（木） 

５ 参加資格 

次の各号のいずれかに該当するものは、入札に参加することができません。 

（１） 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定による一般

競争入札参加停止措置を本入札の公告日から落札日までの間に受けている者 

（３） 本市の公有財産に関する事務に従事する職員 

（４） 市税の滞納がある者 

（５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対

法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴対法

第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力団員と密接な関係



を有する者 

なお、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者とは次のいずれか

に該当する者をいう。 

ア 当該入札物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者 

イ 次のいずれかに該当する者 

（ア） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理

事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴

力団員である者 

（イ） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

（ウ） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

者 

（エ） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（オ） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしている者 

ウ ア又はイの依頼を受けて入札に参加しようとする者 

（６） その他市長が不適当と認める者 

６ 質問受付等 

質問の受付及び回答については次のとおりです。 

（１） 受付期間  令和８年９月１７日（木）から令和８年１０月９日（金）まで 

（２） 提出方法  電子メールにより、総務部資産活用推進課のメールアドレスまで送信して

ください。 Email：shisan@city.tottori.lg.jp

（３） 提出様式  質問書（様式６） 

（４） 回答方法  提出された質問に関する回答は、令和８年１０月１６日（金）までに鳥取

市公式ウェブサイト（https://www.city.tottori.lg.jp/）にて公表します。

個別回答は行いません。なお、質問回答書は、本参加要領の追加又は修正と

して、参加要領と同様に扱います。 

７ 現地見学会 

現地見学会の日程及び申込方法については次のとおりです。 

（１） 日 時  令和８年１０月８日（木） 午前１０時（雨天決行） 

（２） 場 所  現地 

（３） 申込期限  令和８年１０月５日（月） 午後５時まで 

（４） 申込方法  電子メールにより、総務部資産活用推進課まで送信してください。 

Email：shisan@city.tottori.lg.jp 

（５） 記載事項  メールの件名を「現地見学会の参加申込み」とし、本文に次の事項を記入

してください。 

・会社名（個人の場合は不要） 

・氏名 



・連絡先（電話番号） 

・当日参加人数 

※現地にて見学会を行いますので、可能な限り参加してください。なお、不参加の場合は現

地見学会における各種事項について、全て了知されているものとみなします。また、不参

加であっても入札の参加資格等には影響しません。 

８ 申込期間等及び入札日時等 

申込期間等及び入札日時等は次のとおりです。 

【申込期間等】 

（１） 申込期間  令和８年１０月１３日（火）から令和８年１０月２８日（水）までの日

（鳥取市の休日を定める条例（平成元年鳥取市条例第２号）第１条第１項に

規定する鳥取市の休日（以下「休日」という。）を除く。）の午前９時から午

後５時まで。 

（２） 申込場所  〒６８０－８５７１ 鳥取市幸町７１番地 鳥取市役所本庁舎４階 

総務部資産活用推進課 

電話（０８５７）３０－８１３５ ＦＡＸ（０８５７）２０－３９４８ 

※申込みに必要な書類を直接持参し入札参加資格の確認を受けてくださ

い。なお、郵送等により必要な書類を提出する場合は（１）に定める期

間内に提出し確認を受けてください。 

【入札日時等】 

（１） 入札日時  令和８年１１月１０日（火） 午前１０時 

ただし、郵便等による入札書の提出期限は、令和８年１１月９日（月）必

着とします。 

（２） 入札場所  鳥取市役所本庁舎６階 会議室６－８ 

９ 提出書類 

  申込みに必要な書類及び入札当日に提出する書類は次のとおりです。 

【申込みに必要な書類】 ※総務部資産活用推進課へ直接持参か郵送等により提出してください。 

（１） 一般競争入札参加申込書（様式１） 

（２） 誓約書（様式２） 

（３） 入札保証金提出兼還付請求書（様式３） 

※保証金返還先の預金通帳の写し（銀行名、支店名、預金の種類、口座番号、口座名義

人が確認できるページ）を添付してください。 

（４） 市税滞納なし証明 

※取得できない場合は事前にご相談ください。 

（５） ［個人の場合］印鑑登録証明書 

※共有の場合も含め、個人の場合で公的な写真付身分証明書の写しを提出する場合は省

略することができます。 

［法人の場合］印鑑証明書 

（６） ［個人の場合］住民票抄本及び身分証明書 



※住民票は、本籍地が記載されているものを提出してください。 

※身分証明書は、本籍地の市町村で発行することができます。 

※在留外国人の方は、法務局で発行される成年被後見人及び被保佐人に該当しないこと

を証明する「登記されていないことの証明」が必要です。詳しくは法務局でご確認く

ださい。 

［法人の場合］商業登記簿（履歴事項全部証明書） 

※（１）～（３）は必要事項を記載、押印（実印）してください。共有名義での登記を希望

される場合、共有者全員の連名で記入してください。なお、個人の場合で（５）に代えて

運転免許証等公的な写真付身分証明書の写しを提出する場合は、認印でも可とします。 

※（４）～（６）は提出前３ヶ月以内に発行されたものに限ります。共有名義での登記を希

望される場合、全員分をご提出ください。 

【入札当日に提出する書類】 

（１） 入札書（様式４） 

※郵便等による入札を行う場合は、次のとおり提出してください。 

ア 入札書は「入札書」と明記した封筒に入れ密封し、これを「入札件名」を明記し

た封筒に入れ、令和８年１１月９日（月）必着で総務部資産活用推進課に送付して

ください。 

イ 送付に当たっては、公告３（２）に掲げる方法により送付するものとします。 

ウ 入札保証金の納付を確認するため、入札保証金の領収書（金融機関が収納した旨

を表記した納付書）の写しを併せて提出してください。やむを得ない理由により同

封できない場合は、ファクシミリ等でその写しを送付することができます。 

エ 代理人により郵便等による入札を行う場合は、委任状を同封してください。 

（２） 委任状（様式５） 

※代理人により入札する場合に必要となります。委任者の印鑑は、一般競争入札参加申

込書の申込者印と同一のものを使用してください。なお、郵便等による入札を行う場

合は（１）によります。 

（３） 入札保証金の領収書（金融機関が収納した旨を表記した納付書）の写し 

※郵便等による入札を行う場合は（１）によります。 

（４） 印鑑 

※申込者本人が入札される場合は、一般競争入札参加申込書の申込者印と同一のもの 

※代理人の方が入札される場合は、委任状の代理人使用印と同一のもの 

１０ 入札保証金 

入札参加の申込みをされた者は、入札までに入札保証金を納付しなければなりません。入札保証

金の納付及び返還に関する事項は次のとおりです。 

（１） 入札保証金は、入札しようとする金額の１００分の５以上の額を納付してください。 

（２） 入札保証金は、市が発行する納付書により所定の金融機関で納付してください。納付書

は、入札参加申込時に提出された入札保証金提出兼還付請求書（様式３）記載の金額に基

づき、市が交付します。郵便等による入札を行う場合は、納付書を別途送付しますので、

納付書記載の金融機関において、原則、入札書の郵送に先立って納付してください。 



※入札参加には、入札保証金の領収書（金融機関が収納した旨を表記した納付書）の写

しが必要です。 

（３） 入札保証金は、落札者以外の方には、開札終了後ご指定の銀行口座に返還します。（申込

者本人の口座をご指定ください。）入札保証金の返還には入札後１か月程度かかりますの

で、ご了承ください。なお、返還する入札保証金には、利息は付しません。 

１１ 入札にあたっての注意事項 

入札にあたっての注意事項は次のとおりです。 

（１） 入札は、所定の入札書（様式４）により、作成してください。 

（２） 入札書には、入札者の住所・氏名（代理人の方が入札される場合は、その方の住所・氏名

も）を記入のうえ、本人が入札する場合は一般競争入札参加申込書に押印された申込者印を、

代理人が入札する場合は代理人の印（委任状の代理人使用印に限る。）を必ず押印してくださ

い。 

（３） 入札書に記載する金額は、アラビア数字を使用して最初の数字の前に￥を記入してくだ

さい。 

（４） 提出済みの入札書は、その理由がいかんに関わらず、差し替え、変更又は取消しをする

ことはできません。 

（５） 入札開始時刻（令和８年１１月１０日（火） 午前１０時）に遅れると入札に参加でき

ませんのでご注意ください。 

１２ 入札の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

（１） 入札参加資格がない者が入札したもの 

（２） 委任状を提出せずに代理人が入札したもの 

（３） 「１０ 入札保証金」に定める入札保証金を納付しないもの及び入札保証金の額が入札

書の金額の１００分の５に満たないもの 

（４） 一般競争入札参加申込書の申込者印と異なる印鑑を押したもの 

（５） 代理人が入札する場合において、委任状の代理人使用印と異なる印鑑を押印したもの 

（６） 入札書の金額を訂正したもの 

（７） 入札書の記載事項が不完全なもの又は入札書に押印のないもの 

（８） 一人で２通以上の入札をしたもの 

（９） その他入札条件に違反したもの 

１３ 開札 

開札は、入札者（郵便等による入札を行う者は除く）の面前で行いますので、立会いしてくださ

い。 

１４ 落札者 

落札者は、最低入札価格以上でかつ最高のものをもって決定します。ただし、同価格の入札者が

２人以上あるときは、直ちにくじによって落札者を決定します。同価格の入札者が郵便等による入

札を行う者である場合は、入札事務に参加していない職員が入札者に代わってくじを引きます。 



１５ 契約の締結 

落札者は、落札決定日から７日以内（休日を除く）に契約を締結しなければなりません。落札者

が契約を締結しない場合には、その落札は無効となり、入札保証金は市に帰属します。なお、収入

印紙等売買契約の締結に要する一切の費用は落札者の負担とします。 

１６ 契約保証金 

落札者は契約締結の際、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付しなければなりませ

ん。この時、落札者が納付した入札保証金の一部をこれに振替、不足分を納付することとします。 

１７ 代金の支払 

売買代金は、市が発行する納付書により、市の指定する期日（契約日から３０日以内）までに全

額一括して支払わなければなりません。 

１８ 登記 

売買物件の所有権移転登記は、代金が納付された後、市が行います。なお、登録免許税等登記に

要する一切の費用は落札者の負担とします。 

１９ 用途制限 

落札者は、売買物件を次の各号に掲げる用途に供してはなりません。また、落札者は、第三者に

対し売買物件を貸し付け、交換し、売払い、譲与し、若しくは出資の目的とし、又はこれに私権を

設定する場合には、当該義務を書面によって継承させ、当該第三者に対し当該義務を履行させなけ

ればなりません。なお、この公告の財産の売却にあたっては、用途制限のために引渡し日から１０

年間の買戻し特約の登記を行います。 

（１） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類す

る営業の用途 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団の事務所又はこれに類するものの用途 

（３） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第

５条に規定する観察処分の決定を受けた団体の事務所又はこれに類するものの用途 

２０ 実地調査 

実地調査及び報告に関する事項は次のとおりです。 

（１） 市は、「１９ 用途制限」の定めに関して、市が必要と認めるときは実地調査し、又は必

要な報告を求めることができるものとします。 

（２） 落札者は、市から要求があるときは、売買物件の利用及び処分状況等について、事実を

証する資料を添えて市に報告しなければなりません。 

（３） 落札者は、正当な理由なく上記（１）、（２）に定める調査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、又は報告を怠ってはなりません。 

２１ 違約金 

落札者は、次の各号のいずれかに定める事由が生じたときは、それぞれ当該各号に定める額を違



約金として市に支払わなければなりません。 

（１） 「１９ 用途制限」に定める義務に違反したとき：売買代金の３割の金額 

（２） 「２０ 実地調査」に定める義務に違反したとき：売買代金の１割の金額 

２２ 返還金等 

返還金等に関する事項は次のとおりです。 

（１） 市は、「１９ 用途制限」の定めに関して、売買物件を買戻すとき、乙が支払った売買代

金を返還します。ただし、当該返還金には利息を付しません。 

（２） 市は、「１９ 用途制限」の定めに関して、売買部物件を買戻したとき、乙が売買物件に

支出した必要費、有益費その他一切の費用は償還しません。 

２３ 契約不適合責任 

落札者は、契約締結後において、売買物件に種類、品質、数量に関して契約の内容に適合しない

状態を発見しても、履行の追完、代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることが

できません。ただし、落札者が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する

消費者である場合は、履行の追完又は契約の解除について、引渡しの日から２年以内に市に対して

協議を申し出ることができるものとし、市は、協議に応じるものとします。 

２４ その他注意事項 

その他の注意事項は次のとおりです。 

（１） 売買物件の引渡しは現状有姿とします。現地見学会を行いますので、現況を確認してく

ださい。 

（２） 物件調書においても、売却に係る条件等が設定されていますので、遵守してください。 

（３） 売買物件の引渡し後、騒音や振動等によって近隣住民等に迷惑がかからないように十分

配慮してください。売買物件の利用に関して近隣住民等との調整等が生じる場合は、すべ

て落札者の責任において対応してください。 

（４） この要領に定めのない事項は、鳥取市契約規則（昭和３９年鳥取市規則第３号）の定め

により処理します。 

〇地方自治法施行令（抄） 

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各

号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一

項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認

められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができ

る。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同

様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき。 



二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の

執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事

実に基づき過大な額で行ったとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約

の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 


